
介護予防に関する動向

～通いの場に医療専門職が関与する意義や
感染症対策に配慮した支援（令和4年度版）～

京都府健康福祉部高齢者支援課

介護予防従事者スキルアップ研修



本日のお話

５．感染症対策に配慮した支援

２．介護保険制度の改正と介護予防

３．高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

４．通いの場について

１．京都府の統計から



１．京都府の統計から



（出典）2000年～2015年まで：総務省「国勢調査」
2020年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
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• 総人口が減少する中、高齢者数は増加し高齢化率の上昇が続く

• 2025年には「団塊の世代」が75歳に到達し後期高齢者が急増

• 2040年には「団塊ジュニア世代」が高齢者となり、65歳以上が約3人に1人、75歳以上が約5人に1人
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出典：地域包括ケア「見える化システム」
（令和4年9月25日取得）
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平均寿命

健康寿命

73.68歳

88.02歳

約14.3歳

全国

京都府

男性

82.28歳

72.71歳 約9.6歳

令和元年（2019年） 京都府民の平均寿命と健康寿命

出典：厚労省ＨＰ「健康寿命の令和元年値について」より算出

注）健康寿命：日常生活に制限のない期間の平均

平均寿命：日常生活に制限のない期間の平均＋日常生活に制限のある期間の平均

72.68歳

81.41歳

約8.7歳

京都府

全国

女性

87.45歳

75.38歳 約12.0歳

• 平均寿命と健康寿命の差（日常生活に制限のある期間）は、
全国平均より男性で約1年、女性で約2年長い

（全国19位） （全国47位）



２．介護保険制度の改正と介護予防



介護保険制度の改正と介護予防

平成12年４月 介護保険法施行

第1期
（平成12年度～）

第2期
（平成15年度～）

第3期
（平成18年度～）

第5期
（平成24年度～）

第4期
（平成21年度～）

第8期
（令和3年度～）

第6期
（平成27年度～）

第7期
（平成30年度～）

平成17年改正(平成18年4月等施行)
○介護予防の重視（要支援者への給付を介護予防給付に。介護予防ケアマネジメントは地域包括支援センターが実施。介護予防事業、包
括的支援事業などの地域支援事業の実施)

○施設給付の見直し(食費・居住費を保険給付の対象外に。所得の低い方への補足給付)(平成17年10月)
○地域密着サービスの創設、介護サービス情報の公表、負担能力をきめ細かく反映した第１号保険料の設定 など

平成20年改正(平成21年5月施行)
○介護サービス事業者の法令遵守等の業務管理体制の整備。休止・廃止の事前届出制。休止・廃止時のサービス確保の義務化 など

平成23年改正(平成24年4月等施行)
○地域包括ケアの推進。24時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスの創設。介護予防・日常生活支援総合事業の創設。
○介護職員によるたんの吸引等。有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護
○介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和。地域密着型サービスの公募・選考による指定を可能に。各都道府県
の財政安定化基金の取り崩し など

平成26年改正(平成27年4月等施行)
○地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実(在宅医療・介護連携、認知症施策の推進等)
○全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)と市町村が取り組む地域支援事業に移行し、多様化
○低所得の第一号被保険者の保険料の軽減割合を拡大
○一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ(平成27年8月) など

平成29年改正(平成30年4月等施行)
○全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化
○「日常的な医学管理」、「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた、介護医療院の創設
○介護保険と障害福祉制度に新たな共生型サービスを位置づけ
○特に所得の高い層の利用者負担割合の見直し(２割→３割)、介護納付金への総報酬制の導入 など

令和2年改正(令和3年4月等施行)
○地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援
○地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進
○医療・介護のデータ基盤の整備の推進
○介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 など

第8期
（令和3年度～）
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介護予防の重視 「地域包括支援センター」の設置

地域包括ケアの推進 「介護予防・日常生活支援総合事業」創設

全国一律の予防給付（通所介護・訪問介護）
→市町村が取り組む「地域支援事業」へ（地域に合わせた形で多様化）

市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止の取り組み強化

市町村の包括的な支援体制の構築



自立支援・重度化防止の方向性
○バランスのとれたアプローチ
機能回復訓練などのアプローチだけでなく、社会参加や
地域づくりなどの高齢者を取り巻く環境へもアプローチ

〇住民主体の通いの場を充実（数、内容）し、医療専門職
の関与による効果的・効率的なフレイル予防の実施

〇連続的な実施で効果的な健康づくり
市町村において高齢者の保健事業と介護予防の一体的な
実施を推進し、疾病予防や生活機能の維持・改善に継続
的に取り組む

第８期介護保険事業計画 基本指針から一部抜粋



３．高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施





出典：厚生労働省資料（厚生労働省HPより引用）



高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）

市町村が一体的に実施

・高齢者一人ひとりの医療・介護
等の情報を一括把握
・地域の健康課題を整理・分析

医療・介護データ分析・健康状態の不明な高齢者
（多様な課題を抱えている、
閉じこもりがち等）を把握

・アウトリーチ支援等を通じ
て必要な医療サービスに接続

ハイリスクアプローチ

ポピュレーションアプローチ
・健診結果などを活用した保健指導
・かかりつけ医と連携した疾病管理や重症化予防
・健康教育、健康相談、適切な受診勧奨等
・介護予防との一体的なフレイル予防

疾病予防・重症化予防
生活機能の改善

・医療専門職が高齢者が集まるような場
（通いの場等）に積極的に関与

事業全体のコーディネーターやデータ分析・通い
の場への積極的関与を行うため、地域に保健師、
管理栄養士、歯科衛生士等の医療専門職を配置

通いの場等への参加勧奨や事業
内容全体等への助言を実施

フレイルのおそれの
ある高齢者全体を支援

・国保と後期高齢者医療制度の保健事
業を接続
・社会参加を含むフレイル対策を視野
に入れた取組

医療専門職の配置

かかりつけ医等



４．通いの場について



通いの場って？

【国の調査上での定義】

①体操や趣味活動等を行い、介護予防に資すると市町村

が判断する通いの場であること。

②通いの場の運営主体は、住民であること。

③通いの場の運営について、市町村が財政的支援（地域

支援事業の一般介護予防事業、任意事業、市町村の独

自事業等）を行っているものに限らないこと。

④月1回以上の活動実績があること。



★お寺で健康麻雀

厚生労働省HPより引用



介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況 （令和3年度調査実施分）

厚生労働省「介護予防」HPより引用



京都府の通いの場の現状

通いの場 数量
(R3.3時点)

箇所数
1,180箇所 地域住民が運営主体となり、介護予防

に資する活動を月1回以上実施 （か
つ市町村で把握しているもの）

参加者人数
17,920人

参加率
（65歳以上）

2.4%
全国平均5.2%（R3.3時点）
75歳以上の女性が多い。

主な活動
①体操（621箇所）②茶話会（250箇所）
③趣味活動（109箇所）

コロナ禍で中
断・中止の影響

あり

（R3.3末現在）



住民主体の「通いの場」の必要性・効果

単に健康のためだけではない

人との繋がり→気になる→助け合い（互助）

役割・生きがい・悩みの共有

「通いの場」は住民の「居場所」であり地域づく
りに繋がる。互助による介護予防。

健康で
いたい

誰かと繋がっ
ていたい

何か役に
たちたい

その方らしく
元気で暮らして
いただきたい

住民主体を大切に
しながら専門職が
関わることでより充実



通いの場等において医療専門職が関わる意義①

〇高齢者が自らの健康状態に関心を持ち、広く

フレイル予防に関心を持つ機会

〇重症化防止の視点から、必要な機関へのつなぎ

役を担う

〇地域づくりへの参画



通いの場等において医療専門職が関わる意義①

〇高齢者が自らの健康状態に関心を持ち、広く

フレイル予防に関心を持つ機会

〇重症化防止の視点から、必要な機関へのつなぎ

役を担う

〇地域づくりへの参画

フレイル予防の重要性について浸透を図ることができる

リスクのある方を必要なサービスにつなげることで、
フレイルを防止できる（元に戻せることも）

地域包括ケアの構築をみんなで一緒に取り組んでいく



通いの場等において医療専門職が関わる意義②

【通いの場等における医療専門職の取組】

ア．通いの場等における計画的な取組の実施

イ．通いの場等を活用したフレイル予防の普及・促進

ウ．通いの場等を活用した健康教育・相談等の実施

エ．通いの場等を活用した健康状態等の把握

オ．KDBシステムの情報を活用した必要なサービスへの

紹介



医療専門職として「通いの場」に介入す
る際に気をつけたいこと

✓自主運営の状況に配慮し、住民の希望や活動に寄り添う
意識を持った関与

✓医療専門職の関与には限りがあるため、元気高齢者を巻
き込んだ取組みの実施や、参加者が継続実施できる方法
を運営者やリーダーと相談・検討

✓ヘルスチェックや結果説明、相談事業等は全員を対象に
行い、ハイリスク者が特定されないように配慮



５．感染症対策に配慮した支援



これから冬に向けて

・新型コロナウイルス感染症の第8波はやってくるの？

・今年はインフルエンザが大流行するの？

・新型コロナとインフルエンザの同時流行はあるの？

通いの場開催や参加時の基本的な対策

・毎朝の検温等で体調確認、体調不良時は参加を控える

・三密回避、人と人との距離の確保、適切なマスク着用、換気、

手洗いや手指消毒、大声での会話を控える

・感染状況を確認し、開催の可否や実施方法について検討

（市町村保健師や感染症の専門家に相談）





過度な自粛生活による高齢者の健康二次障害を防ぐことが重要

・感染防止対策を行い、可能な限り通いの場を継続できるよう支援する

集合での実施が無理な場合は、ICTの活用など実施方法を工夫する

・感染流行状況により（継続の）判断に迷う場合は、市町村の保健師や

感染症に詳しい専門家に相談する

・やむなく通いの場を中断する場合でも、インターネット活用や訪問・電話

など実施方法を工夫して、「人とのつながり」を継続する

ウィズコロナ時代のフレイル予防



厚生労働省「介護予防」
通いの場のコンテンツ

出典：厚生労働省資料

https://kayoinoba.mhlw.go.jp/

https://kayoinoba.mhlw.go.jp/




新型コロナウィルス感染症禍において通いの場を開催する際の8つの工夫

国立長寿医療研究センター https://www.ncgg.go.jp/ri/news/20210602.html

国立長寿医療研究センターホームページより引用

https://www.ncgg.go.jp/ri/news/20210602.html




厚生労働省HPより引用



ご清聴ありがとうございました


